
第83期　貸借対照表・損益計算書

東京都渋谷区渋谷二丁目12番19号

株式会社　山　武
代表取締役社長　小野木　聖二

（平成17年３月31日現在）

（単位：百万円）
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※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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平成16年４月１日から
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※記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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＜注記Ⅰ．重要な会計方針＞

１． 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社及び関連会社株式は、移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券は、時価のあるものは期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものは移動平均法によ

る原価法によっております。

２． デリバティブの評価基準

時価法によっております。

３． たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品及び仕掛品は、主として個別法による原価法によっております。

未成工事支出金は、個別法による原価法によっております。

材料は、主として移動平均法による原価法によっております。

４． 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定

額法、それ以外の資産は定率法によっております。なお、主な耐用年数は、建物15～50年、機

械装置４～12年、工具器具備品２～６年であります。

無形固定資産は、定額法によっております。なお、主な償却年数は、自社利用のソフトウェア５年

であります。

５． 引当金の計上基準

(１) 貸倒引当金は、債権の貸し倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

(２) 投資損失引当金は、関係会社への投資に係る損失に備えるため、各社の財政状態及び経営成

績等を勘案して必要額を計上しております。 

(３) 賞与引当金は、従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額の当期負担分を計上してお

ります。

(４) 製品保証等引当金は、製品のアフターサービス等の費用支出に備えるため、保証期間内の

サービス費用見込額等を過去の実績を基礎として計上しております。

(５) 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。

(追加情報）

当社は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成16年6月に適格退職年金制度について確定拠出年金

制度へ移行し、｢退職給付制度間の移行等に関する会計処理｣（企業会計基準適用指針第1号）

に従い、適格退職年金制度の終了の会計処理を適用しております。本移行に伴う影響額は、

特別損失として3,452百万円計上しております。

また、当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、平成16年6月に厚生年金基金制度について

新企業年金制度へ移行し、同指針に従い、退職給付債務の減額の会計処理を適用しております。

本移行に伴う影響額は過去勤務債務が5,056百万円減少（退職給付債務の減額）しております。

(６) 役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に従って役員の在任

年数と報酬を基準として見積った額を計上しております。役員退職慰労引当金は、商法施行規則

第43条に規定する引当金であります。

なお、平成17年5月12日開催の取締役会において、役員の退職慰労金制度の廃止及び退職慰労金

打切り支給を決議しております。



６． 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。

７． 完成工事高の計上基準

工事完成基準によっております。

８． リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

９． ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、振当処理の要件を満たしている為替予約等については、振当処理を行っております。

１０． 消費税等の会計処理

税抜き方式を採用しております。

１１． その他

建設業の表示については、｢建設業法施行規則｣（昭和24年建設省令第14号）によっております。

＜注記Ⅱ．貸借対照表＞

１． 関係会社に対する金銭債権・債務       

 短期金銭債権 4,763 百万円

長期金銭債権 990 　

短期金銭債務 6,998 　

２． 有形固定資産の減価償却累計額 30,909 百万円

３． リース契約により使用する資産

電子計算機及びその周辺機器等の一部についてリース契約により使用しております。 

４． 担保に供している資産

投資有価証券 2,583 百万円
 

５． 保証債務（保証類似行為を含む） 1,396百万円
 

６． 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を付した場合の増加純資産額

3,637百万円

＜注記Ⅲ．損益計算書＞

１． 関係会社との取引高

関係会社への売上高 10,329 百万円

関係会社からの仕入高 13,121 　

関係会社との営業取引以外の取引 2,470 　

２． １株当たり当期純利益 33円22銭

３． 研究開発費 　 　

一般管理費に含まれる研究開発費 8,169 百万円



＜注記Ⅳ．退職給付関係＞

１． 採用している退職給付制度の概要

  確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金

制度を設けておりましたが、平成16年6月に厚生年金基金制度について新企業年金

制度へ移行し、適格退職年金制度について確定拠出年金制度へ移行しております。

なお、従業員の退職に際して、臨時の退職金等を支払う場合があります。

２． 退職給付債務に関する事項

（単位：百万円）

① 退職給付債務  （注）１ △ 38,420

② 年金資産  19,912

③ 未積立退職給付債務（①＋②） △ 18,507

④ 未認識数理計算上の差異  （注）１ 10,570

⑤ 未認識過去勤務債務  （注）１,２ △ 3,162

⑥ 退職給付引当金（③＋④＋⑤） △ 11,099

（注） １．平成16年6月に適格退職年金制度から確定拠出年金制度に移行したことに伴う

影響額は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

退職給付債務の減少 △ 2,284

未認識数理計算上の差異 3,439

未認識過去勤務債務 2,297

適格退職年金制度終了損 3,452

また、確定拠出年金制度への資産移換額は13,175百万円であり、3年間で

移換する予定であります。なお、当期末時点の未移換額876百万円は、

未払金及び長期未払金（固定負債の｢その他｣）に計上しております。

２．平成16年6月に厚生年金基金制度から新企業年金基金制度に移行した

ことにより、過去勤務債務（債務の減少）が発生しております。

３． 退職給付費用に関する事項

（単位：百万円）

① 勤務費用　 1,854

② 利息費用 837

③ 期待運用収益 △ 200

④ 数理計算上の差異の費用処理額 931

⑤ 過去勤務債務の費用処理額　 △ 103

⑥ 確定拠出年金への掛金支払額等 599

⑦ 退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥） 3,918

⑧ 適格退職年金制度終了損 3,452

計⑦＋⑧ 7,371

４． 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 2.0％

③ 期待運用収益率 1.0％

④ 過去勤務債務の額の処理年数 15年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額法）

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 15年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額法（翌期から費用処理））



＜注記Ⅴ．税効果会計関係＞

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 （単位：百万円）

退職給付引当金損金算入限度超過額 4,440

賞与引当金否認 2,867

固定資産減価償却限度超過額 808

土地評価損否認 808

未払費用否認 779

たな卸資産評価損否認 555

投資損失引当金否認 596

貸倒引当金損金算入限度超過額 448

未払事業税否認 334

投資有価証券評価損否認 167

役員退職慰労引当金否認 141

その他 394

繰延税金資産小計 12,337

評価性引当額 △ 847

繰延税金資産合計 11,490

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △ 2,466

特別償却準備金 △ 246

固定資産圧縮積立金 △ 222

繰延税金負債合計 △ 2,934

繰延税金資産の純額 8,556

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった

主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4 ％

（調       整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.3

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 1.2

住民税均等割 2.9

評価性引当額の増加 6.9

試験研究費特別控除等 △ 10.4

その他 △ 0.9

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.0


